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（百万円）

保険料収入 その他
収入

その他
収入 計

医療給付費（国庫補助を除く）（調整後）（注３）
現金給付費等

前期高齢者
納付金等 業務経費 一般管理費 その他支出 その他支出 平成23年度の 特別計上分 計

一般分

（協会） （国）
医療給付費
（国庫補助を

除く）
年齢調整額 所得調整額 激変緩和

（国庫補助等を除く） （国庫補助を除く） （国庫補助を除く） （国庫補助を除く） （協会） （国） 収支差の精算 （業務経費の別掲）

医療給付費
等地域差分

要精算分

69,901 69,869 181 21 70,104 35,236 40,837 276 ▲5968 91 3,289 28,574 806 176 27 167 6 1 68,283 1,741 80 52 28

7,487,812 7,484,345 19,438 2,271 7,509,520 3,780,780 3,780,780 0 0 0 352,652 3,063,277 86,400 18,881 2,914 17,909 0 72 7,322,885 186,635 0 0 0

（注） １．年齢調整額、所得調整額、激変緩和のマイナスは、調整額を受け取る支部、プラスは調整額を出す支部。
２．「平成23年度の収支差の精算」は、平成23年度の都道府県支部ごとの収支決算における収支差の精算（健康保険法施行規則第135条の7に基づき行うもの）を表す。
３．医療給付費は、東日本大震災による窓口負担減免措置に伴う還付金等の協会負担分に係る窓口負担減免額を含む。
４．医療給付費等地域差分は、加入者１人当たり医療給付費（全国平均との差分）の実績が保険料率算定時の見込みから乖離した影響を表す。
５．要精算分は、平成25年度都道府県単位保険料率の凍結に際し、料率凍結のために配分した準備金取崩し額と準備金取崩し総額を料率算定時の総報酬で按分した額との差額である。
６．国の年金特別会計に係る分及び東日本大震災による窓口負担減免措置に伴う震災特例分が暫定値であるため、数値は今後変わりうる。

宮 崎

（注）１．平成27年度の保険料率の算定においては、平成25年度の都道府県ごとの収支における収支差（地域差分）について精算する必要がある。、
当該収支差は、プラスの場合は収入に加算し、マイナスの場合は絶対値の額を支出に加算する。

２．平成27年度保険料率算定の際の精算に係る保険料率は、平成25年度の支部の収支差（地域差分）を平成27年度の総報酬額の見込みで除したものになるため、

表中の保険料率換算（収支差（地域差分）を平成25年度の総報酬額の実績で除したのもの）とは異なる。

○平成25年度宮崎支部の収支決算

全国
平均分

支 出収 入 収支差

地域差分

○平成25年度の支部別収支差（地域差分）の保険料率換算
（※ 保険料率換算は、平成25年度の総報酬額の実績に基づく参考値である。）

宮崎

全国計

80

支部別収支差
（地域差分）

(a)

（百万円）

総報酬割
（25年度実績）

（ｂ）

保険料率換算
（a）/（ｂ）＊100

（百万円） （％）

697,991 0.01
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